平成２６年（2014年）１月１０日
広島市財政局契約部物品契約課
委託業務（建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務を除く。）に係る入札・契約制度の見直しについて
１　建築物清掃業務に係る総合評価競争入札の試行

建築物清掃業務について、品質の確保・向上を図るとともに、障害者の就労の場を確保するため、　　価格と品質及び障害者の就労支援を評価する総合評価競争入札を試行的に実施します。
【総合評価競争入札の試行実施の概要】
　　①　対象業務：安芸区民文化センター等合築施設清掃業務
②　履行期間：４年間（平成26年4月1日～平成30年3月31日）
　　③　入札公告：平成26年1月

　　④　落札決定：平成26年3月
⑤　評価項目
ア　入札価格評価（ダンピング防止の観点から、調査基準価格を下回る入札価格については、調査基準価格と同額として評価します。）
　　　イ　技術的評価（業務の履行実績、本業務の実施体制、自主検査体制など）
ウ　障害者就労支援評価（本業務における障害者の従事者数、就労支援の体制、企業の障害者雇用率など）
２　最低制限価格制度の対象業務の拡大について

水質、排出ガス等の調査・分析業務については、平均落札率が急激に低下し、この状況が今後も継続されれば、分析業界全体の技術力と信頼性の低下につながるなど、関係業界の健全な発展等が見込めない状況にあります。
また、当該業務の内容は、清掃工場からの排出水や排出ガス、下水処理施設からの排出水等の分析　　などであり、その分析結果は、市民の生命や健康に直接係わるものであることから、調査・分析業務に債務不履行や不適正履行が生じた場合、市民生活に与える影響が特に大きいと考えられます。

このため、計量法に基づく都道府県知事登録を行っている事業者が実施する、水質、排出ガス等の　　調査・分析業務であって、年間を通じて原則月１回以上の調査・分析を行う業務を、新たに最低制限価格制度の対象とすることとし、業務の履行期間の始期が平成２６年４月１日以降のものから実施します。
（注１）　水質、排出ガス等の調査・分析業務は、「施設維持管理業務を除く役務」中の「検査・測定」の一部の業務です。

（注２）　最低制限価格制度の対象となる業務は、計量法に基づく都道府県知事の登録を入札参加資格とする水質、排出ガス等の調査・分析業務であって、年間を通じて原則月１回以上の調査・　　分析を行う業務に限ります。（年間を通じて行う業務であっても、原則月１回以上の調査・　　分析を行わない業務は、最低制限価格制度の対象とはならず、低入札価格調査制度適用案件となります。）

（注３）　最低制限価格の算定方法

最低制限価格＝予定価格×２／３÷１．０８×偶発値（※１）×１．０８

※１ 最低制限価格及び調査基準価格としての意義を損ねない範囲内で応札後にシステム上偶然的に発生させる値）

（注４）　最低制限価格制度の対象となる業務の入札では、最低制限価格及び予定価格は「事後公表」となります。

３　入札参加資格の見直しについて

委託業務について、業務の確実な履行を確保するため、次のとおり入札参加資格を見直し、業務の　　履行期間の始期が平成２６年４月１日以降のものから実施します。
⑴　建築物清掃などの「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に基づく保健所長等の事業登録を業者登録要件としている業務の入札について、業務の確実な履行を確保するためには、業務を行う営業所がその管轄の保健所長の事業登録を受ける必要があることから、その入札参加資格を、広島市保健所長の事業登録を受けた営業所を有する業者に限定し、落札候補者の資格確認時に確認します。（地域要件を設定することができないＷＴＯ案件を除く。）
　　①　対象業務（役務の提供の施設維持管理業務）
　ア　建築物清掃　　　　　　　　　イ　建築物空気環境測定
　　　ウ　建築物飲料水水質検査　　　　エ　建築物飲料水貯水槽清掃
　　　オ　建築物ねずみこん虫等防除
　　②　対応

　　　　広島市保健所長が発行した「登録証明書」の写しの提出を求め、落札候補者の資格確認時に確認します。
（注）　当該業務の入札においては、広島市保健所長の事業登録を受けていない者については、落札者となることができませんので、ご注意ください。

⑵　建築物清掃、常駐警備等の年間を通じて行う業務は、粗雑履行や業務不履行に陥った場合の行政サービスに及ぼす影響が非常に大きいことから、当該業務の入札参加資格に、広島市税、消費税　　及び地方消費税の滞納がないことを追加し、落札候補者の資格確認時等に納付状況を確認します。
　　①　対象業務
　　　　年間を通じて行う業務
　　②　対応
「広島市税の納税証明書」及び「消費税及び地方消費税の納税証明書」の写しの提出を求め、　　落札候補者の資格確認時等に確認します。
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